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見通しに関する注意事項
本アニュアルレポートに記載されている当社の今後の計画や戦略等、将来の業績に関する記述は、当社が現在入手している情報に基づく判断および仮定に基づいています。
判断や仮定には不確定性およびリスクが内在しており、様々な要因により将来における当社の実際の業績が大きく異なる可能性があります。
リスクや不確実性には当社の市場における経済状況などがありますが、これに限定されるものではありません。

Jay KayVAD.HO
自動車と工業デザインにおける世界最高企業の1つ
イタリアのジウジアーロ社が制作した、
Clarion H.M.I.コンセプトカー。

世界的に有名なジャズ・ファンク・バンド
Jamiroquai のヴォーカリスト。

当社は、1940 年の創業以来、クルマと音と情報を結びつける

先駆者として、数々の製品を生み出してまいりました。

1951 年には日本初の乗用車用カーラジオ、1963 年には日本初のカーステレオ、

1998 年には世界初の車載用パソコンを開発・販売しました。

また、商品領域もカーオーディオ機器だけではなく、カーナビゲーションシステムや

後方安全確認カメラ、路線バス用ネットワーキングオートガイドシステムなどにまで拡大。

「クラリオンは、音と情報と人間のより良きつながりを追及し、

価値ある商品を生みだすことにより、豊かな社会づくりに寄与します」という企業理念のもと、

車載機器の領域にこだわり、常に新しいフィールドを開拓し続けています。

　当社は 2006 年 12 月に日立グループの一員となりました。

これによりカーナビゲーション・システムや車載オーディオの商品企画力、開発力、

販売網を充実させ、アライアンス効果によるシナジーの最大化をはかっています。

プロファイル

百万円 千米ドル

2008 2007 2008

会計年度
  売上高 ················································································· 246,806 181,041 2,463,380
  営業利益 ·············································································· 5,465 3,072 54,553
  当期純損益  ········································································ 1,378 △784 13,754

会計年度末
  総資産 ················································································· 150,841 149,490 1,505,554
  純資産 ·············································································· 32,125 34,231 320,645
  有利子負債 ·········································································· 42,838 41,483 427,577

円 米ドル

2008 2007 2008

1株当たりデータ
 当期純損益 ··········································································· 4.88 △2.78 0.049
  配当金 ·················································································· 2.00 2.00 0.020

Clarionブランドを広く世界へ発信するブランドコミュニケーターとして、
世界的アーティスト「Jamiroquaiの“Jay Kay（ジェイ・ケイ）”」＆ 

「ジウジアーロデザインコンセプトカー“VAD.HO（ヴァドー）”」を起用

クラリオン株式会社および連結子会社
2008年/2007年3月31日に終了した連結会計年度

注 :   ドル建て金額は便宜上、US $1 ＝¥100.19 で換算しています。
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Message from the President 

将来を見据えた
事業戦略で新たな成長を
目指します。

■ 2008年3月期のレビュー

当社は、株式会社日立製作所との資本提携を強化するなかで、昨年、株

式会社ザナヴィ・インフォマティクス（以下、「ザナヴィ」という）を子

会社に迎え、成長と効率化に向けてのシナジーを追求し、企業ビジョン

「Vision－70」のもと『価値ある企業』への革新をはかっております。

こうしたなか、2008年3月期の業績は、国内外OEM（相手先ブラン

ドによる生産）及び国内市場でのカーディーラー向けオプションビジネ

ス等が好調に推移し、また、米州や欧州等におけるEMS（Electronics 

Manufacturing Service：電子機器製造受託サービス）事業での販売増及

びザナヴィの子会社化によるカーナビゲーションの販売増等により、連結

売上高は2,468億6百万円と前期比36.3％の増収となりました。

連結営業利益は54億65百万円と前年同期比77.9％の増益となりま

した。原材料価格の上昇及び戦略的な開発費投資の増加等があったもの

の、日立、ザナヴィとのアライアンスによる効果及び販売費、一般管理費

比率が改善したことなどによるものです。

連結当期純利益は、13億78百万円（前期は7億84百万円の損失）とな

りました。これは、為替差益及び貸倒引当金戻入益、旧群馬事業所の建物

売却等による固定資産売却益、過年度特許料戻入益などにより、28億91

百万円の収益を計上しましたが、土地売却等による固定資産処分損、固

定資産の減損損失、役員退職慰労引当金繰入、製品保証引当金繰入、投

資有価証券評価損などにより、40億58百万円の費用計上があったため

です。

■ 中長期的な経営戦略

当社グループは市場環境の変化、技術の革新等、経営環境の変化に即応

できるグループ体質を作り上げるとともに、事業ポートフォリオの構造改

革を推進し、資本効率を高めた経営に取り組んでまいります。

　そのため、新企業ビジョン｢Ｖision-70｣を掲げ、『音と情報を楽しむモ

バイル・インフォエンタテイメント* 環境において、｢新たな安心｣、｢新た

な快適｣にこだわった商品を創り上げ、お客さまにわくわくする感動と満

足をお届けします』をもとに活動を遂行中であります。

当社では、2011年3月期に売上高280,000百万円、連結営業利益率

5％の達成を中期経営目標としています。この目標達成のために、以下の

点に力を注いでまいります。

1）B.N.1活動の完遂

日立製作所との連携、ザナヴィとの統合によるシナジー効果を最大化す

るためのB.N.1（Be Number One）活動を推進しています。これは、営

業、商品企画、開発・設計、調達・生産、品質・サービス等の各分野におい

てグローバルでNo.1をめざすもので、B.N.1活動をより加速、推進して、お

客様の視点に立った構造改革を実現していきます。

2) 品質向上

グループ品質マネジメントシステムの統合等の上流からの品質統制強化

を徹底して、お客様満足と信頼の確保を実現します。

3）セールス＆マーケティング戦略

販売体制の再編と制度改革の遂行により事業収益の改善をはかり、収益

性を伴う売上拡大をグローバルレベルで実現していくとともに、市場の

変化とニーズを先取りしたクラリオン独自の商品を導入していきます。

4）ブランド戦略

ブランド価値の向上を目指しグループ内のあらゆる活動の付加価値を

高め、ブランドスローガンとしてClarion H.M.I.（Human Mobile Music 

Media Interface）を推進します。

5）技術開発戦略

グループ開発体制、開発環境の再編成により開発効率向上をはかるとと

もに、開発戦略と一体となった知的財産戦略の遂行によりグループ競争

力強化をはかります。

6）原価造成力の強化

PM（プロダクト・マネージャー）制の導入等の企画・開発プロセスの上流

段階における原価造成力を強化していくなかで、競争力のある開発効率

を実現します。また日立製作所との集中購買の範囲拡大、グローバルでの

最適地、最廉価調達の実現を目指します。

7）グループ組織力強化

従来の組織体制、業務プロセスの抜本的見直しにより、組織能力向上をは

かります。

8）CSRの徹底

企業理念とコンプライアンス基本規程を基盤とし、企業倫理の深化をは

かるとともに内部統制システムの確立をはかります。

■ 対処すべき課題

車載情報機器業界においては、今後もカーナビゲーションを中心とする

カーエレクトロニクス分野での市場拡大が見込まれます。しかし、急速に

進む技術革新に対応するための開発費の増大、商品のコモディティ化の

進展によるグローバルな価格下落、原材料価格の上昇等、当社を取巻く

経営環境は国内外市場で厳しい状況が続くものと予測されます。

このような状況下で当社グループは、一昨年、日立製作所の連結子会

社となり、ザナヴィの100％子会社化を実施しました。技術開発、購買、

生産、品質、営業等の分野における機能と組織の選択と集中を進めてお

り、これまでより早いスピードでお客様、市場への対応が可能となってい

ます。

日立製作所との資本提携及びザナヴィの子会社化によるシナジー効

果の創出については、現在、当社グループで提携、統合効果を迅速に実現

していくためのB.N.1活動を展開しています。

特に、カーナビゲーションにおけるプラットフォーム統合、開発リード

タイム短縮による開発効率化、集中・集約購買推進によるコスト低減、生

産インフラ再編成による最適地生産体制の再構築を通じて、当社グルー

プの最重要課題である原価造成力の向上をグローバルな視点から早期に

実現していかなければならないと考えています。

今後ともグループ経営資源の相互補完を進めていく中で、強みを生か

し弱みを補い、提携と統合シナジー効果を早期に実現させ、効率的で収

益性の高い企業体質の構築を目指し、価値ある企業への変革をはかって

まいります。

代表取締役　取締役社長

泉　龍彦

* モバイル・インフォエンタテイメント（Mobile info-Entertainment）とは、
    Mobile（移動）× information（情報）× Entertainment（楽しさ）を掛け合わせた言葉。
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取締役社長

2008年8月

中期経営目標の達成に向けて
クラリオンは、2011年3月期に、当社では、2011年3月期に連結売上

高280,000百万円、連結営業利益率5％の達成を中期経営目標として

います。そのための具体的な施策、計画をご説明します。

クラリオンは、中期目標実現のために8つの施策を実施します。こ

れらを、クラリオンにとっての「機会と脅威」「強みと弱み」の象限

に分けてご説明します。

まず、当社の強みを機会の中で生かす施策としては、下記の3つがあ

ります。

❶ 海外売上の拡大
OEM売上では、現在、日産、ホンダ、スズキが柱となっていますが、

今後フォード向けにナビゲーションとオーディオの新規大型商権が立

ち上がり、2011年3月期には日産に次ぐ第2の柱となります。おなじ

く、ザナヴィの持っているルノー商権も海外OEM売上拡大に寄与しま

す。中国ではすでに大きなビジネスが続いていますが、上海GMを中

国における柱としていきます。

❷ ナビラインアップ充実
今後、フォードをはじめOEM各社向けナビゲーションが拡大するもの

と考えており、グレード、商品バリエーション、グローバルチャネル

ごとに対応したラインアップの充実を図ります。これにより、2011年

3月期には、全製品の中でのナビゲーションの比率は現在の39％から

53％に大幅に拡大する見込みです。

 

業績の見通し

車載情報機器分野における技術革新は著しいスピードで進化しており、

特にカーAV分野では、オーディオ、ナビゲーションの単機能だけではな

く複合型のAVタイプのカーナビゲーションが主流になるとともに、PND

（パーソナル・ナビゲーション・デバイス）の需要も拡大しています。今後

は、顧客のニーズに応じた製品をタイムリーに提供するだけではなく、魅

力あるコンテンツの開発、ソリューションの提供がより重要になってきま

す。また異業種からの市場参入も活発になってきており、競争がますます

激化していくことが想定されます。

2009年3月期当社は、PND市場に向けてインターネット接続を可能

とした『MiND』を戦略商品として市場に投入します。また昨年末から日本

でポータルサイト『チズルとススム』を立ち上げましたが、今後は米国及

び欧州においても同様なサイトを開設し、グローバルで安全・安心・快適

を実現するソリューションビジネスを拡大していき、クラリオンならでは

の商品、サービスを展開していく予定です。

一方、ザナヴィとの統合効果としての販売の拡大、開発の効率化、資

材調達及び製造等のコスト低減を実現するB.N.1活動の推進により、知的

財産関連等でのシナジー効果が徐々に現れてきております。

これらにより、2009年3月期の連結売上高は、240,000百万円

（2008年3月期対比2.8%減）、連結営業利益は、6,000百万円（同

9.8%増）、当期純利益1,500百万円（同8.9%増）を見込んでいます。

（為替レートについては、１米ドル110 円、１ユーロ150円を前提としてい

ます。）

ＣＳＲについての基本姿勢

クラリオンは、基本理念に「音と情報と人間の良きつながりを追求し、価

値ある商品を生み出すことにより、豊かな社会づくりに貢献します」と掲

げ、CSR活動を強化しています。クラリオンでは、すべてのCSRの基本と

して「コンプライアンス行動指針」を定め世界各国にある拠点に展開し、

品質管理、環境保全、社会貢献など、グローバル企業として社会的責任を

果たしていきたいと思います。

特に自動車業界において、環境問題はますます重要な課題となってい

ます。クラリオンは、環境配慮型製品の拡大とともに、環境にやさしい自

動車の走行に寄与する車載情報機器の開発にも努めます。

ガバナンスについて

クラリオンは、コーポレートガバナンスを重視し、その体制を整備してい

ます。リスク管理体制や内部統制再整備への取り組み等を通じて、常に経

営の透明性を確保するとともに、あらゆるリスクに迅速かつ適切に対応で

きるよう努めています。

株主、投資家への皆様へ

当社は、今後もさまざまなステークホルダーの方々とのコミュニケーショ

ンを大切にしながら、たゆみない成長を目指し続けます。これからもチャ

レンジブルな目標を掲げ、勇猛邁進いたします。

引き続きご指導、ご鞭撻をお願い申し上げます。

❸ ソリューションビジネスの拡大
ナビ等のハード商品に対してソフト領域でのサービスを提供するコン

テンツビジネスの拡大や、業務用市場でのソリューションの拡大に努

めます。

次に、機会の中で当社の弱みを強みに変えるための施策として、下記

の２つがあります。

❹ 海外新興国市場の拡大
アジアでは、中国に加え、インド、タイなどのOEMの拡大を進め、さ

らに南米、ロシア・東欧、中近東向けの拡大もはかります。

❺ アフターマーケット強化と収益性改善
アフターマーケットでは、市場性の高い商品、市場性の高いチャネル

へと選択と集中を行います。国内では、収益性の高いオプションや、

一般店、B to B ビジネスのチャネル強化を図ります。商品は、PNDや

MiNDなど先行商品をいち早く市場に出していきます。海外は、量販

チャネルへの拡販をめざして営業体制を変革します。差別化商品とし

て、モバイル型情報通信端末MiNDを2008年10月から北米に、2009

年から欧州と日本に投入します。

8つの経営施策
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コーポレート・ガバナンス体制図

コンプライアンス推進体制
当社では、社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置してい

ます。人事総務部CSRグループを事務局に、定期的に委員会を開催して、

各部門のコンプライアンス活動報告やコンプライアンス上の問題につい

て意見交換を行い、情報共有を図っています。

環境マネジメント推進体制
当社では、人と社会と自然の調和を図り、持続可能な企業を目指した企業

活動を推進しています。また、地球の限りある資源の有効活用やエネル

ギーの効率的活用など、地球環境に優しい企業活動に努めています。全

社的な取り組みを展開するため、社長を委員長とする「環境委員会」を設

置し、全社的なテーマに対しては、全社を横断する6つの専門部会が中心

となって活動を行っています。

国際環境規格への対応
当社は、2000年4月にISO14001の認証を全社一括で取得し、環境マネ

ジメントシステムを構築しました。また、海外子会社では生産拠点を中心

に11拠点で認証取得を完了しています。

環境中期計画
当社は、環境に与える負荷をできる限り低減するため、毎年取り組み実績

の評価を行い、前年度に策定した中期計画の見直しをはかっています。

2007年度は、日立グループの環境行動計画を基に、2006年度に策定し

た中期計画を見直し、新たに2010年までの3ヵ年の計画を策定しました。

具体的には、省資源およびリサイクル設計の推進や開発製品に含有する

有害物質の管理・削減、製品への鉛フリーはんだの適用、エネルギー使用

量を1990年度実績に対し2011年3月末までに10％削減、廃棄物排出量

の削減およびリサイクルの拡大、ゼロエミッションの推進と継続など、多

岐に渡る課題に対して高い目標を掲げ、達成に向けて全社員で取り組ん

でいます。

ステークホルダーコミュニケーションの推進
当社では、年に1度「クラリオンレポート」を発行し、当社の環境保全活動

や社会貢献活動などに対する取り組み姿勢や実績を詳細に紹介していま

す。「クラリオンレポート」は当社のホームページでも閲覧いただけます。

健全で透明性の高い経営体制の追求

コーポレート・ガバナンス体制
当社は、監査役会設置会社であり、取締役の員数は9名（うち社外取締役

3名）、監査役の員数は5名（うち社外監査役3名）で構成されています。

取締役会は当社グループ全体の視野に立った経営の基本方針及び重要な

意思決定と業務執行を指揮監督する役割を担っています。また、業務を

迅速に執行するために執行役員制度を実施しています。取締役会を補佐

する協議機関としては取締役及び執行役員等によって構成される経営会

議において、経営の方向性や方針を明確にしています。当社では、責任の

明確化及び機動性を高めるために取締役及び執行役員の任期を1年間と

しています。

内部統制再整備への取り組み
当社では、内部統制システムのもと、内部監査室による当社各部門及び

当社グループ各社に対する内部監査を定期的に実施し、業務活動の効率

性、適法性、社内規程の遵守等に関する検証を行っています。監査結果は

社長へ報告され、必要に応じて指摘事項について是正しています。2007

年度は、日立グループの一員として、国内外の関係会社23社も整備対象

として企業改革法（米国SOX法）に準拠した内部統制の再整備を進めま

した。2008年度は、金融商品取引法（J-SOX法）への対応をクラリオン

グループとして進め、内部統制の質的向上をはかります。

リスクマネジメント体制の整備
当社では、企業を取り巻く様々なリスクに的確に対応し、企業価値を向上

させるため、「リスク管理規程」を制定しています。リスク管理体制として

は、リスク管理委員会で経営全般のリスクに対応し、その下に危機管理、

コンプライアンス、情報開示、情報セキュリティ、貿易管理、環境といった

専門分野ごとの委員会を設置して対応しています。また、これらの取り組

みを内部監査室が定期的に監査することにより、PDCAサイクルをまわ

し、継続的改善につなげています。

情報開示
当社では、全てのステークホルダーの方々への説明責任を果たすととも

に、経営の透明性を高めるための努力をしています。その一環として、年

2回の株主通信の配信、アニュアルレポートやクラリオンレポートなどの

発行、ホームページの定期的な更新など様々な方法を用いて、正確かつ

公平な企業情報をタイムリーに公開しています。また、開示委員会の設置

により、開示の内容や方法について適当性も担保しています。

誠実なコンプライアンス活動と環境保全活動の推進

健全な企業活動を行う上で、コンプライアンスと環境保全は重要な

テーマという認識のもと、当社では様々な取り組みを実施して、社会か

ら信頼される企業を目指しています。以下に、その取り組みの一部をご

紹介いたします。

コンプライアンスの徹底
当社では、良き企業市民・良き社会人として、単に法を守るだけでなく企

業倫理の観点からも、全社員が誠実に行動するための指針として、2003

年7月に「コンプライアンス行動指針」を、2007年3月に「コンプライ

アンス基本規程」を制定しました。コンプライアンス・プログラムは、グ

ループ全体に展開しており、現在導入しているグループ会社は国内6社、

海外15社にのぼります。各社とも本社に準じた「コンプライアンス行動指

針」を制定し、海外では英語だけでなく中国語やマレー語など8ヵ国語で

作成しています。また、2004年度から「コンプライアンス監査」及び「コ

ンプライアンス意識調査」を実施し、コンプライアンス行動指針が守られ

ているか、コンプライアンス上の問題が起きていないかなどを定期的に

確認し、必要な改善指導を行っています。

当社は、コーポレートガバナンスを重視し、その体制を整備してい

ます。リスク管理体制や内部統制再整備への取り組み等を通じて、

常に経営の透明性を確保するとともに、あらゆるリスクに迅速かつ

適切に対応できるよう努めています。



■ 売上高・海外売上高・海外売上率 ■ 営業利益・営業利益率 ■ 当期純利益・売上高当期純利益率 ■ 1 株当たり当期純利益　 ■ 総資産・純資産・純資産比率 ■ 減価償却費

法人税ならびに法人税等調整額を控除した連結当期純利益は13 億

78百万円（前期は7億84百万円の損失）となりました。一株当たり当期純

利益は、前期2.78円の損失から4.88円の利益となりました。

事業の種類別セグメントの業績は以下の通りです。

■ 自動車機器事業
コア事業であるカーナビゲーション・カーオーディオ・カーマルチメディ

ア機器等の自動車機器事業は、国内外市販市場での販売競争激化による

販売価格の下落及び国内車両販売台数の伸び悩み等があったものの、国

内外ＯＥＭ市場における売上が堅調に推移したことにより、当該事業の売

上高は2,175億22百万円と前期比34.5%の増収となりました。損益面に

ついては、原材料価格の上昇及び戦略的な開発費投資の増加等がありま

したが、増収による収益増、販売費及び一般管理費比率の改善等により、

連結営業利益は43億30百万円と前期比162.8%の増益となりました。

■ 特機事業
業務車両用ＡＶ機器等の特機事業では、観光・路線バスでのオートガイド

システムやバス・ロケーションシステム及びドライバーの安全志向の高ま

りによるＣＣＤカメラ等車両周囲確認ＴＶシステム機器並びにドライブレ

コーダー機器等の拡販に努めました。その結果、連結売上高は87 億32 

百万円と前期比11.5%の増収となりました。損益面については、原材料価

格の上昇、厳しい市場環境での販売価格の下落及び開発投資の増加等に

より、連結営業利益は7億39百万円と前期比38.6%の減益となりました。

■ その他の事業
その他の事業は、ＥＭＳ事業を米州及び欧州を中心に展開しております

が、米州での携帯電話の特需及び自動車用メーター基板等の受注が拡大

しました。その結果、連結売上高は205億51百万円と前期比79.9%の増

収となり、連結営業利益は3億95百万円と前期比79.7%の増益となりま

した。

所在地別セグメントの業績は以下の通りです。

■ 日本
自動車業界は、国内における新車販売台数が伸び悩み、引き続き厳しい環

境下にあります。業績につきましては、ザナヴィの子会社化等によるＯＥ

Ｍ市場の販売増及びオプション市場の販売が好調に推移したこと等によ

り、連結売上高は1,510億15百万円と前期比61.7%の増収となりました。

損益面につきましては、戦略的な開発費投資の増加がありましたもの

の、販売費及び一般管理費比率の改善及び増収効果等により、営業利益

は41 億65 百万円と前期比226.5%の増益となりました。

■ 米州
ＥＭＳ事業での販売増等により連結売上高は554億97百万円と前期比

12.0%の増収となりました。

一方、損益面につきましては、市販市場における販売価格の下落等

の厳しさもあり、営業利益は10億96百万円と前期比3.4%の減益となり

ました。

■ アジア・豪州
アジア経済は、中国の経済成長を反映し、個人消費も堅調に推移し、新

車販売台数が増加しております。一方、台湾では車両販売台数が前年比

で大きく減少し非常に厳しい市場環境にあります。なお、香港・中国子

会社の会計年度を暦年決算に変更したこともあり、連結売上高は129億

52 百万円と前期比10.5%の減収となりました。損益面につきましては、

固定費の削減等がありましたものの、中国国内での開発費の増加等によ

り、営業利益は4億66百万円と前期比0.9%の減益となりました。

業績回顧

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は設備投資の増加、輸出の

堅調な推移等を背景に拡大傾向がみられましたが、後半は原油価格や原

材料費の高騰、円高ドル安の進行、株式市場の低迷、個人消費の伸び悩み

等により企業収益は下振れ傾向にありました。海外においては、中国を中

心とするアジア、ロシア等の新興国経済が拡大する一方、米国ではサブプ

ライムローン問題が実体経済に深刻な影響を及ぼし、欧州でも景気減速

が表面化してきました。当社グループの関連する自動車業界は、ガソリン

価格上昇と景気後退により日本、米国、欧州の先進諸国では新車販売が低

迷しましたが、中国、ロシア等のＢＲＩＣｓ諸国では経済発展に支えられ、

新車販売は拡大してきました。

当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、国内外Ｏ

ＥＭ（相手先ブランドによる生産）及び国内市場でのカーディーラー向

けオプションビジネス等が好調に推移し、米州や欧州等におけるＥＭＳ

（Electronics Manufacturing Service：電子機器製造受託サービス）事業

での販売増及びザナヴィの子会社化によるカーナビゲーションの販売増

等があったことにより、連結売上高は2,468億6百万円と前期比36.3％の

増収となりました。

損益面につきましては、原材料価格の上昇及び戦略的な開発費投資の

増加等があったものの、販売費及び一般管理費比率の改善等により、連

結営業利益は54 億65 百万円と前年同期比77.9％の増益となりました。

税金等調整前当期純利益は、42億98百万円と、前年の1億67百万円

から大幅に増加しました。為替差益及び貸倒引当金戻入益、旧群馬事業所

の建物売却等による固定資産売却益、過年度特許料戻入益などにより、

28億91百万円の収益を計上しましたが、土地売却等による固定資産処分

損、固定資産の減損損失、役員退職慰労引当金繰入、製品保証引当金繰

入、投資有価証券評価損などにより、40億58百万円の費用計上があった

ためです。

財政状態に関する分析

流動資産は前期末に比べ5,306百万円（5.8％）増加し、96,215百万円と

なりました。増加の主なところは、現金及び預金が前期末比1,862百万円

増加し12,608百万円となり、受取手形及び売掛金が前期末比3,629百万

円増加し48,227百万円となりました。固定資産は前期末に比べて3,956

百万円（6.8％）減少し、54,625百万円となりました。有形固定資産は、

主に本社事務所・技術センターの竣工に係り、前期末に比べ821百万円増

加し27,568百万円となりましが、評価損の計上等により投資有価証券が

前期末比956百万円減少し2,344百万円となり、繰延税金資産の取崩し

などにより、その他の資産が前期末に比べ3,820百万円減少し、24,713

百万円となりました。その結果、当期末の総資産は前期末に比べ、1,350

百万円（0.9％）増加し、1,508億41百万円となりました。

負債合計は前期末と比較し、3,457百万円（3.0％）増加し、118,716

百万円となりました。流動負債は主に支払手形及び買掛金、短期借入金

の増加により、前期末に比べ5,844百万円（7.4％）増加し、84,763百万

円となりました。固定負債は、主に長期借入金の減少により、前期に比

べ2,387百万円（6.6％）減少し33,952百万円となりました。純資産は

32,125百万円となりました。純資産比率は前期から1.6ポイント減少し、

21.3％となりました。

■ 欧州
市販市場での価格競争激化による販売価格の下落及びＯＥＭ商権の端境

期等はあるものの、連結売上高は、273億40百万円と前期比15.5%の増

収となりました。損益面につきましては、構造改革の浸透による固定費

削減の効果等もあり、営業利益は1億47百万円（前期は1百万円の営業利

益）と黒字基調となりました。
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■ 設備投資 ■ キャッシュフロー ■ ROE + ROA

キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益4,298 

百万円、減価償却費6,364百万円の計上、たな卸資産の減少、仕入債務の

増加等により10,771百万円の収入（前期末は8,820百万円の収入）となり

ました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、旧群馬事業所の土地売却等の

有形固定資産売却による収入1,482百万円がありましたが、金型・生産設

備及び本社事務所・技術センター等の有形固定資産取得による支出、ソ

フトウェア等の無形固定資産取得による支出等により9,247百万円の支出

（前連結会計期間末は20,501百万円の支出）となりました。

この結果、フリー・キャッシュ・フローは1,524百万円の収入（前期末は

11,680百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い564百万円が

ありましたが、長期借入による収入により1061百万円の収入（前連結会

計年度末は100億54百万円の収入）となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は12,563百万円（前期

末は10,691百万円）と1,871百万円の増加となりました。

次期の見通し

自動車業界におきましては、車載情報機器分野における技術革新は著し

いスピードで進化しております。特にカーＡＶ分野では、オーディオ、ナ

ビゲーションの単機能だけではなく複合型のＡＶタイプのカーナビゲー

ションが主流になるとともに、ＰＮＤ（パーソナル・ナビゲーション・デバ

イス）の需要も拡大してきております。今後は、顧客のニーズに応じた製

品をタイムリーに提供するだけではなく、魅力あるコンテンツの開発、ソ

リューションの提供がより重要になってきております。また異業種からの

市場参入も活発になってきており、競争がますます激化していくことが想

定されます。

このような状況下で当社は、一昨年に、日立製作所の連結子会社と

なり、ザナヴィの100%子会社化を実施してきました。当社で培ってきた

カーナビゲーション、カーＡＶ商品における技術開発力と日立製作所グ

ループのもつ技術ノウハウとの融合が可能となってきております。一方、

ザナヴィとの統合効果としての販売の拡大、開発の効率化、資材調達及

び製造等のコスト低減を実現するＢ.Ｎ.１（Be Number One）活動を推進

してきており、知的財産関連等でのシナジー効果が徐々に現れてきて

います。

次期は、ＰＮＤ市場に向けてインターネット接続を可能とした『ＭｉＮ

Ｄ』を戦略商品として市場に投入していきます。また2007年12月末から

日本でポータルサイト『チズルとススム』を立ち上げましたが、今後は米

国及び欧州においても同様なサイトを開設し、グローバルで安全・安心・

快適を実現するソリューションビジネスを拡大していき、クラリオンなら

ではの商品、サービスを展開していく予定です。

次期の連結売上高は対当期比2.8%減の240,000百万円、営業利益

は対当期比9.8%増の6,000百万円、当期純利益は対当期比8.9%増の

1,500百万円を見込んでおります。なお、為替相場につきましては1ドル

110円、１ユーロ150 円を前提としております。
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商号
本社事務所/技術センター

本社

設立
資本金
発行済株式数
上場取引所
株主数
従業員数

主要製品

■ 会社概要（2008 年 3月 31日現在）

クラリオン株式会社
〒 330-0081　埼玉県さいたま市中央区新都心 7-2
電話 (048) 601-3700
〒 112-8608　東京都文京区白山 5-35-2
電話　(03) 3815-1121
1940年 12月
26,100百万円
282,744千株
東証一部　大証一部コード番号 6796
15,668名
連結　11,186名
単独　1,081名
カーナビゲーション、カーオーディオ、
車載用カメラ、映像機器、バス機器、通信機器

取締役社長
取締役

常勤監査役

監査役

* 社外取締役
** 社外監査役

■ 取締役会役員および監査役 

泉 龍彦
若森 豊
吉峰 徹郎
和田 泰彦
沼田 修
会田 豊治
塚田 實 *
本田 恭彦 *
篠崎 雅継 *
川原 正幸
滝沢 克俊
笹井 保大 **
唐澤 俊二郎 **
湯浅 裕司 **

常務執行役員

執行役員

■ 役 員 

若森 豊
吉峰 徹郎
和田 泰彦
沼田 修
皆川 昭一
笠井 成志
林 恒生
川本 英利
会田 豊治
大坂 敏晴
大橋 司郎
野村 裕之
中島 昇司
大谷内 信之
榎田 辰男

■ 主要関連会社 （2008 年 6 月 25 日現在）

<国内 >
株式会社ザナヴィ・インフォマティクス
クラリオンアソシエ株式会社
クラリオン販売株式会社
クラリオン製造プロテック株式会社

<海外 >
Clarion Corporation of America
Electronica Clarion, S.A. de C.V.
Clarion Europa GmbH
Clarion Europe S.A.S.
Clarion Hungary Electronics Kft.
Clarion (H.K.) Industries Co., Ltd.
Clarion Manufacturing Corporation of the Philippines

（2008 年 6 月 25 日現在） （2008 年 6 月 25 日現在）

会社データ
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